
1 
 

福岡市・北九州市 国家戦略特別区域 区域計画 

 

１ 国家戦略特別区域の名称 

  「福岡市・北九州市 グローバル創業・雇用創出特区」 

 

２ 法第２条第２項に規定する特定事業の名称及び内容 

 （１）名称：国家戦略道路占用事業 

    内容：エリアマネジメントに係る道路法の特例 

      （令和４年３月17日から規制の特例措置が全国展開） 

       国家戦略特別区域法上の国家戦略道路占用事業を実施する以下の各地域団

体等が、それぞれの公道を活用した賑わい創出のためのイベント等を開催

し、ＭＩＣＥの魅力向上及び更なる誘致促進を図る。 

 

       本事業に係る施設等の種類は、別紙１～11及び 19に定める区域においては

国家戦略特別区域法施行令第 24条第５号のイ～ハ、別紙 12～18に定める区

域においては国家戦略特別区域法施行令第 24 条第２号、第３号及び第５号

のイ～ハの施設等とし、当該施設等を設ける道路の区域及び各地域団体等は

以下の①～⑳及び別紙のとおりとする。（事業実施の際は、清掃活動、自転

車マナーの啓発（駐輪施設の周知、自転車の安全利用等）や公共交通の利用

促進の措置を併せて講ずる。） 

 

     ① 公益財団法人福岡観光コンベンションビューロー 

      ・天神 15 号線（新天町メルヘン広場：別紙１）、天神 1577 号線（パサージュ

広場：別紙２）、上川端 322・326・327号線（川端商店街：別紙３） 

 

     ② Ｗｅ Ｌｏｖｅ天神協議会 

      ・天神 18号線（きらめき通り：別紙４） 

 

     ③ 博多まちづくり推進協議会 

      ・博多駅前線（はかた駅前通り・住吉通り：別紙５）、博多停車場線（大博通

り：別紙５）、博多駅山王線（筑紫口中央通り：別紙５） 

 

     ④ 御供所まちづくり協議会 

      ・博多駅前 10号線（承天寺通り：別紙６） 

 

     ⑤ 一般財団法人福岡コンベンションセンター 

      ・石城町 487号線（福岡国際センター前～福岡国際会議場前：別紙７） 
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     ⑥ 西日本鉄道株式会社 

      ・千代今宿線（天神明治通り：別紙８） 

 

     ⑦ 福岡地所株式会社 

      ・千代今宿線（天神明治通り：別紙８） 

 

     ⑧ 中洲町連合会 

      ・中洲 361・332号線（中洲中央通り：別紙９） 

 

     ⑨ 上川端商店街振興組合 

      ・上川端 326・327号線（上川端商店街：別紙 10） 

 

     ⑩ 川端中央商店街振興組合 

      ・上川端 322号線（川端中央商店街：別紙 11） 

 

     ⑪ 公共空間リソース利活用勉強会 

      ・船場町１号線・６号線（クロスロード：別紙 12） 

 

     ⑫ 鳥町まちづくり会議推進協議会 

      ・魚町 11号線（別紙 13） 

 

     ⑬ KEYAKI TERRACE YAHATA 

      ・八幡停車場線（さわらび通り：別紙 14） 

 

     ⑭ 門司港レトロ倶楽部 

      ・東港町２号線・５号線（別紙 15） 

 

     ⑮ 門司港レトロ倶楽部 

      ・西海岸７号線（大連通り：別紙 16） 

 

     ⑯ tugu
ツ グ

.town
タ ウ ン

 黒崎実行委員会 

      ・黒崎 10号線、熊手 5号線（カムズ通り：別紙 17） 

 

     ⑰ Team Story 

      ・黒崎 36号線（黒崎駅ペデストリアンデッキ：別紙 18） 

 

     ⑱ 新天町商店街商業協同組合 
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      ・天神 15号線（新天町メルヘン広場：別紙１） 

 

     ⑲ 株式会社博多大丸 

      ・天神1577号線（パサージュ広場：別紙２） 

 

     ⑳ Ｗｅ Ｌｏｖｅ天神協議会 

      ・天神４号線（別紙 19） 

 

 （２）名称：国家戦略特別区域高度医療提供事業 

    内容：病床規制に係る医療法の特例 

      （国家戦略特別区域法第14条に規定する国家戦略特別区域高度医療提供事業） 

       地方独立行政法人福岡市立病院機構が、福岡市立こども病院（福岡市）にお

いて、高度な技術と経験を要する双胎間輸血症候群（TTTS）における胎児鏡

下胎盤吻合血管レーザー凝固術（FLP）による治療の実施及びその周産期管

理を行うため、新たに病床６床を整備する。【平成 27年度中に実施】 

 

 （３）名称：国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業 

    内容：創業人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例 

      （令和７年１月１日から規制の特例措置が全国展開） 

       以下に掲げる地域を管轄する地方公共団体が、創業活動に係る事業の計画が

適正かつ確実であること等の確認を行うこと等により、創業外国人上陸審査

基準を満たす外国人の上陸を可能とし、当該地域内における外国人による創

業活動を促進する。 

 

     ① 福岡市全域【平成 27年中に実施】 

 

     ② 北九州市全域【平成 30年中に実施】 

 

    内容：創業人材の事業所確保に係る特例 

（令和７年１月１日から規制の特例措置が全国展開） 

       国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業（創業人材の受入れに係る出入国

管理及び難民認定法の特例）を活用して創業活動を行い、在留資格「経営・

管理」の初回の在留期間更新許可から最大１年後の在留期間更新許可申請時

までの間は、確保すべき事業所について、以下に掲げる地域を管轄する地方

公共団体が認定するコワーキングスペースやシェアオフィス等の独立性の

ない区画を認めることを可能とし、当該地域内における外国人による創業活

動を促進する。 
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     ① 福岡市全域【令和２年中に実施】 

 

     ② 北九州市全域【令和４年中に実施】 

 

 （４）名称：特定非営利活動法人設立促進事業 

    内容：ＮＰＯ法人の設立手続の迅速化に係る特定非営利活動促進法の特例 

      （令和３年６月９日から規制の特例措置が全国展開） 

       新たな産業と雇用の創出に寄与するとともに、社会起業の重要な担い手でも

ある特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の設立を促進するため、福岡市及び

北九州市が所轄庁として実施するＮＰＯ法人の設立認証手続における申請

書類の縦覧期間を、１月から２週間に短縮する。【直ちに実施】 

 

 （５）名称：保険外併用療養に関する特例 関連事業 

    内容：保険外併用療養に関する特例 

      （令和４年４月１日から規制の特例措置が全国展開） 

       以下に掲げる医療機関が、米国、英国、フランス、ドイツ、カナダ又はオー

ストラリアにおいて承認を受けている医薬品等であって日本においては未

承認のもの又は日本において適応外の医薬品等を用いる技術全てを対象と

して、保険外併用療養に関する特例を活用し、迅速に先進医療を提供できる

ようにする。 

 

     ① 九州大学病院（福岡市東区）【直ちに実施】 

      （例）重症全身性硬化症に対する自己造血幹細胞移植など 

 

 （６）名称：国家戦略特別区域創業者人材確保支援事業 

    内容：創業者の人材確保の支援に係る国家公務員退職手当法の特例 

      （国家戦略特別区域法第19条の２に規定する国家戦略特別区域創業者人材確 

       保支援事業） 

       区域内において、以下に掲げる創業者（設立の日以後５年を経過していない

もの）が行う事業の実施に必要な人材であって、国家公務員としての経験を

有するものの確保を支援する。【直ちに実施】 

 

     ① KAIZEN platform,Inc.（東京都新宿区、平成 25年３月 18日設立） 

 

     ② 株式会社チーム AIBOD（福岡市中央区、平成 28年２月１日設立） 

 

     ③ 株式会社ウェルモ（福岡市博多区、平成 25年４月 30日設立） 
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     ④ 株式会社スカイディスク（福岡市中央区、平成 25年 10月１日設立） 

 

     ⑤ 株式会社 SENTE（福岡市博多区、平成 28年６月１日設立） 

 

     ⑥ 株式会社 Waris（東京都港区、平成 25年４月１日設立） 

 

     ⑦ Houyou株式会社（北九州市小倉北区、平成 26年 12月１日設立） 

 

     ⑧ ドレミング株式会社（福岡市中央区、平成 27年６月 24日設立） 

 

     ⑨ 株式会社 YOUI（福岡市中央区、平成 29年５月１日設立） 

 

     ⑩ 株式会社 otonari（福岡市中央区、令和４年７月 20日設立） 

 

     ⑪ 62Complex株式会社（福岡市中央区、令和３年２月３日設立） 

 

     ⑫ iMedy株式会社（福岡市中央区、令和２年 11月２日設立） 

 

     ⑬ DOKOJAPAN株式会社（福岡市中央区、令和２年 12月 21日設立） 

 

     ⑭ 株式会社 xCura（福岡市中央区、令和３年２月２日設立） 

 

     ⑮ eatas株式会社（福岡市中央区、令和３年３月 29日設立） 

 

     ⑯ アダプト株式会社（福岡市中央区、令和３年４月１日設立） 

 

     ⑰ Chiral株式会社（福岡市中央区、令和３年５月６日設立） 

 

     ⑱ 株式会社 World X-ing（福岡市中央区、令和３年５月 31日設立） 

 

     ⑲ 株式会社ペンシルイノベーションセントラル（福岡市中央区、令和３年８ 

月２日設立） 

 

     ⑳ ホライズンテクノロジー株式会社（福岡市西区、令和２年７月 22日設立） 

 

     ㉑ 株式会社 JCCL（福岡市西区、令和２年 12月２日設立） 

 

     ㉒ F.MED株式会社（福岡市中央区、令和３年３月 12日設立） 
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     ㉓ NOVIGO Pharma株式会社（福岡市西区、令和３年１月 22日設立） 

 

     ㉔ 株式会社 DEN農（福岡市中央区、令和４年７月 28日設立） 

 

     ㉕ 株式会社 BottoK（福岡市博多区、令和３年３月 25日設立） 

 

     ㉖ 株式会社ナレッジソリューション（福岡市博多区、令和４年６月 16日設立） 

 

     ㉗ 株式会社めんたいバース企画（福岡市博多区、令和５年４月 12日設立） 

 

     ㉘ EduPorte株式会社（福岡市東区、令和５年 12月 13日設立） 

 

     ㉙ GG.SUPPLY株式会社（福岡市中央区、令和３年６月 10日設立） 

 

     ㉚ MakerKit株式会社（福岡市中央区、令和５年３月 17日設立） 

 

     ㉛ ２３株式会社（福岡市中央区、令和２年９月 18日設立） 

 

㉜ 株式会社Hospitality Bridge（福岡市博多区、令和５年11月17日設立） 
 

㉝ 株式会社ブレイブシャイン（福岡市中央区、令和５年 11月１日設立） 

 

㉞ 株式会社ウィズワンダー（福岡市博多区、令和６年１月９日設立） 
     

㉟ 株式会社 SomuriX（福岡市博多区、令和６年２月５日設立） 

 

㊱ 株式会社 Teacher Teacher（福岡市早良区、令和６年３月 21日設立） 

 

㊲ Inferara株式会社（福岡市中央区、令和６年10月18日設立） 
 

㊳ 株式会社NextStairs（福岡市中央区、令和４年３月11日設立） 

 

㊴ 株式会社Arthron（福岡市西区、令和７年２月14日設立） 

 

㊵ NOSUTA株式会社（福岡市中央区、令和６年11月19日設立） 
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 （７）名称：ユニット型指定介護老人福祉施設の共同生活室に関する特例事業 

    内容：ユニット型指定介護老人福祉施設設備基準に関する特例 

      （令和６年３月 15日から規制の特例措置が全国展開） 

       北九州市内のユニット型指定介護老人福祉施設において、介護職員の補助等

を行うロボットの実証を行う場合、２つのユニットにそれぞれ独立して設置

された「共同生活室」を一体的に利用できることとする。【平成 28年７月よ

り実施】 

 

 （８）名称：都市公園占用保育所等施設設置事業 

    内容：都市公園の占用許可に係る都市公園法の特例 

      （平成 29年６月 15日から規制の特例措置が全国展開） 

       社会福祉法人春陽会が、福岡市立中比恵公園（福岡市博多区）に保育所を設

置し、保育サービスの需要に対応する。【平成 29年４月設置】 

 

 （９）名称：特定実験試験局制度に関する特例事業 

    内容：特定実験試験局制度に関する特例 

      （令和４年３月 10日から規制の特例措置が全国展開） 

       以下に掲げる事業者が、福岡市及び北九州市内において実施する実証実験等

について、特定実験試験局制度の利用に係る申請から免許発給までの手続を

大幅に短縮し、電波を活用した実証実験や技術開発等を促進する。 

 

     ① 株式会社スカイディスク【平成 28年 11月より実施】 

 

     ② 株式会社スポーツセンシング【平成 28年 11月より実施】 

 

     ③ 日本コムクエスト・ベンチャーズ合同会社【平成 28年 11月より実施】 

 

     ④ 株式会社ロジカルプロダクト【平成 28年 11月より実施】 

 

     ⑤ 株式会社国際海洋開発【平成 30年３月より実施】 

 

     ⑥ 一般社団法人無人機研究開発機構【平成 30年３月より実施】 

 

 （10）名称：国家戦略特別区域外国人滞在施設経営事業 

    内容：旅館業法の特例 

      （国家戦略特別区域法第 13条に規定する国家戦略特別区域外国人滞在施設 
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       経営事業） 

       国家戦略特別区域法第 13 条第１項に規定する特定認定を受けた者が、次に

掲げる地域において、海外からの観光客やＭＩＣＥへのビジネス客等の滞在

に適した施設に係る外国人滞在施設経営事業を行う。 

 

     ① 北九州市の別図１の区域 

      【平成 29年１月より実施】 

 

 （11）名称：航空法の高さ制限のエリア単位での特例承認 関連事業 

    内容：航空法の高さ制限のエリア単位での特例承認 

      （令和３年９月８日から規制の特例措置が全国展開） 

       航空法の高さ制限を超える建造物等の設置について、以下の高さを、エリア

一体における航行の安全に支障のない高さの目安とすることで、空港設置者

による迅速な承認を可能とする。 

 

     ① 天神明治通り地区地区計画区域【直ちに実施】 

       福岡県道後野福岡線（602号）の中心線より西の区域はＮＴＴコム福岡天神

ビル避雷針と同等。 

       同中心線より東の区域は、福岡空港からの距離を勘案し、福岡市役所避雷針

と同等～地盤面から約 100メートル（※）。 

      （※）個別の物件ごとの区割りによって具体的な高さは前後しうる。（別図２） 

 

     ② 大名二丁目地区地区計画区域【直ちに実施】 

       ＮＴＴコム福岡天神ビル屋上の鉄塔と同等。 

 

 （12）名称：国家戦略特別区域空港アクセスバス事業 

    内容：運賃及び運行計画に関する道路運送法施行規則の特例 

      （令和４年２月１日から規制の特例措置が全国展開） 

       以下に掲げる事業者が、運行する特定の路線において、運賃については上限

認可制を届出制に、運行計画については届出期日を短縮することで、利用者

のニーズに迅速かつ柔軟に対応した空港アクセスの充実を図る。 

 

     ① 株式会社ロイヤルバス 

      ・新規に開設する福岡空港と百道地区を結ぶ路線【平成 29 年４月を目途に実

施】 
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     ② 西鉄バス北九州株式会社 

      ・北九州空港と小倉地区を結ぶ路線【平成 30年１月を目途に実施】 

 

 （13）名称：課税の特例措置活用事業 

    内容：特定事業実施法人の所得に係る課税の特例 

      （国家戦略特別区域法第 27条の３に規定する課税の特例措置活用事業） 

 

     ① 可視光通信受光器解析システム等の開発事業 

      ア）活用しようとする課税の特例措置 

       ⅰ）法人の所得に対する課税の特例 

      イ）課税の特例措置の対象としようとする事業の内容 

       ａ）当該事業の概要 

         高度な可視光通信受光器解析システム等を開発することによって、長距

離通信を実用化させ、電波通信より低電力で、かつ、有線通信より安価

に、大容量の通信を可能とする無線通信システムを実現する。 

       ｂ）当該事業が行われる区域 

         福岡市中央区大名２－６－11 （FUKUOKA growth next） 

       ｃ）当該事業の実施期間 

         平成 29年から実施 

      ウ）該当する国家戦略特別区域法施行規則の条項 

        第 11条の２第２号ニ（２） 

      エ）特区の目標を達成するための位置付け及び必要性 

        本事業で開発する可視光通信受光器解析システム等は、電波ノイズを受け

ずに工場における通信の無線化を図り、大容量のデータをセンサで収集、

蓄積、分析する「スマート工場」の実現に寄与するため、IoT分野におけ

る我が国の産業の国際競争力の強化に資する取組みと位置づけられる。こ

のような革新的な事業を行う事業者の創出に対する支援は、福岡市・北九

州市国家戦略特別区域の目標に相当程度寄与する。 

      オ）事業の実施主体 

        サウレテクノロジー株式会社（福岡市中央区） 

 

     ② 高性能３Ｄモデル作成システム及びプラットフォームの開発・運営事業 

      ア）活用しようとする課税の特例措置 

       ⅰ）法人の所得に対する課税の特例 

      イ）課税の特例措置の対象としようとする事業の内容 

       ａ）当該事業の概要 

         本事業は、現実物の高性能３Ｄモデルを専門知識・技術がなくても安価

で作成できるシステムの開発及び３Ｄモデルを用途に応じたフォーマッ
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トで即座に共有できるプラットフォームの開発・運営を行う。 

       ｂ）当該事業が行われる区域 

         福岡市早良区百道浜３－８－３３ 

       ｃ）当該事業の実施期間 

         平成 31年から実施 

      ウ）該当する国家戦略特別区域法施行規則の条項 

        第 11条の２第２号ニ（１)から（４）まで 

      エ）特区の目標を達成するための位置付け及び必要性 

        本事業により実現される独自の技術による汎用デバイスを用いた高品質

かつ安価な３Ｄモデル作成システムは、多様な事業分野で高付加価値な新

たなビジネスモデルの構築を可能にさせることから我が国の国際競争力

の強化に資する取組みと位置づけられる。このような革新的な事業を行う

事業者の創出に対する支援は、福岡市・北九州市における特区の目標に相

当程度寄与する。 

      オ）事業の実施主体 

        スチームパンクデジタル株式会社（福岡市早良区） 

 

③ IoT開発をサポートするためのワンストップソリューションサービス事業 

      ア）活用しようとする課税の特例措置 

       ⅰ）法人の所得に対する課税の特例    

イ）課税の特例措置の対象としようとする事業の内容 

       ａ）当該事業の概要 

          本事業は、高度な専門知識等がなくとも、容易に安価で IoT 開発を行う

ことができるワンストップソリューションサービスの開発・運営を行う。 

ｂ）当該事業が行われる区域 

          福岡市博多区博多駅前１丁目１８番１５－４０９号 

        ｃ）当該事業の実施期間 

          令和５年から実施 

       ウ）該当する国家戦略特別区域法施行規則の条項 

         第 11条の２第２号ロ（１)、（３）及び（４） 

       エ）特区の目標を達成するための位置付け及び必要性 

         本事業により実現される IoT開発をサポートするためのワンストップソリ

ューションサービスは、我が国における IoT人材の不足や専門性の高度化

による製品開発の遅れを直接的に解決することから、我が国の国際競争力

の強化に資する取組みと位置づけられる。このような革新的な事業を行う

事業者の創出に対する支援は、福岡市・北九州市における特区の目標に相

当程度寄与する。   

オ）事業の実施主体 
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         MakerKit株式会社（福岡市博多区） 

 

     ④ IoTを用いた生体データのリアルタイム監視システムの開発 

       ア）活用しようとする課税の特例措置 

        ⅰ）法人の所得に対する課税の特例 

       イ）課税の特例措置の対象としようとする事業の内容 

        ａ）当該事業の概要 

         本事業は、通信規格が統一化されていない医療機器同士の接続にも対応

したシステムを用いて、医療機器の情報を一元的に集約し、患者の生体

データをリアルタイムで監視することを可能とするシステムの開発・運

用を行う。  

ｂ）当該事業が行われる区域 

          福岡市中央区警固２丁目１６番６－８０５号フィットけやき 

        ｃ）当該事業の実施期間 

          令和５年から実施 

       ウ）該当する国家戦略特別区域法施行規則の条項 

         第 11条の２第２号ロ（１)から（４）まで 

       エ）特区の目標を達成するための位置付け及び必要性 

本事業により実現される生体データのリアルタイム監視システムは、  通

信規格が統一化されていない医療機器等、様々な医療機器のデータを集

約・一元管理することを可能とし、医療情報の相互運用性の確立に寄与す

ることから、我が国の国際競争力の強化に資する取組みと位置づけられる。

このような革新的な事業を行う事業者の創出に対する支援は、福岡市・北

九州市における特区の目標に相当程度寄与する。 

オ）事業の実施主体 

         Prime Priority Technology Japan株式会社（福岡市中央区） 

 

 （14）名称：国家戦略特別区域処方箋薬剤遠隔指導事業 

    内容：テレビ電話を活用した薬剤師による服薬指導の対面原則の特例 

      （令和４年３月 31日から規制の特例措置が全国展開） 

       国家戦略特別区域法第 20 条の５第１項に規定する登録を受けた薬局開設者

が、福岡市全域（同法第 20 条の５第２項に規定する特定区域）において、

薬剤師に遠隔診療で交付された処方箋に基づき、テレビ電話装置等を用いて、

薬剤遠隔指導等を行わせる事業であって、同条第１項第１号から第３号まで

に掲げる要件のいずれにも該当する事業（処方箋薬剤遠隔指導事業）を行う。 

      【平成 30年度中に実施】 

  

（15）名称：国家戦略特別区域海外大学卒業外国人留学生の就職活動支援事業 
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    内容：海外大学卒業外国人留学生の就職活動継続に係る在留資格に関する特例 

      （令和３年９月 27日から規制の特例措置が全国展開） 

       以下に掲げる地域に所在し、かつ、当該地域を管轄する地方公共団体から一

定の要件を満たしていることの確認を受けた日本語教育機関を卒業した一

定の要件を満たす外国人留学生については、卒業後の就職活動の延長のため

の在留資格「特定活動」を特例的に認めることにより、外国人留学生の日本

企業への就職を促進する。 

 

     ① 北九州市全域【直ちに実施】 

 

     ② 福岡市全域【直ちに実施】 

 

 （16）名称：国家戦略特別区域高度人材外国人受入促進事業 

    内容：特別加算の規定の適用に係る高度専門職省令の特例 

      （令和５年３月 31日から規制の特例措置が全国展開） 

       以下に掲げる地方公共団体が認定した対象に掲げる企業で就労する外国人

を、高度外国人材に対するポイント制による出入国在留管理上の優遇措置を

講ずる制度の特別加算の対象とし、十点を加算する。 

 

     ① 福岡市【令和２年９月より実施予定】 

     （対象） 

       ア）福岡市企業立地促進条例の規定による支援措置を受けている企業のうち、

以下に掲げるいずれかの対象分野等に該当する企業 

        a）知識創造型産業 

        b）健康・医療・福祉関連産業 

        c）環境・エネルギー関連産業 

        d）グローバルビジネス 

        e）物流関連業 

        f）都市型工業 

        g）本社機能 

       イ）福岡市グリーンアジア国際戦略総合特区の推進に関する条例の規定に基

づきグリーンアジア国際戦略総合特区内に設置される福岡市グリーンア

ジア特定国際戦略事業のための施設等に係る固定資産税及び都市計画税

の免除を受けている企業 

       ウ）福岡市事業系ごみ資源化技術実証研究等支援事業補助金交付要綱に基づ

き補助金の交付を受けている企業 

 

     ② 北九州市【令和４年４月より実施予定】 
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      （対象） 

       ア）北九州市市税条例の規定に基づきグリーンアジア国際戦略総合特区内に

設置される指定対象事業又は貸付対象事業のための施設等に係る固定資

産税の課税免除を受けている企業 

       イ）北九州市環境未来技術開発助成金交付要綱に基づき助成金の交付を受け

ている企業 

       ウ）北九州市サステナブル環境ビジネス展開事業助成金交付要綱に基づき助

成金の交付を受けている企業 

 

 （17）名称：国家戦略特別区域外国人エンジニア就労促進事業 

    内容：外国人エンジニアの就労促進に係る在留資格認定証明書交付に関する特例

（国家戦略特別区域法第 26 条に規定する政令等規制事業） 

スタートアップをはじめイノベーティブな国内企業の成長を担う海外の優

秀な IT エンジニア及び半導体関連産業エンジニア並びにその通訳者（以下

「外国人エンジニア」という。）を確保し、我が国における産業の国際競争

力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成を図るため、以下に掲げる地域

において、外国人エンジニアの「技術・人文知識・国際業務」の在留資格認

定証明書交付申請の審査を迅速化するとともに、その期間を明確化して、外

国人エンジニアの就労を促進する。 

 

 ① 福岡市全域【令和５年度より実施】 

 ② 北九州市全域【令和６年度中を目途に実施】 

 

 （18）名称：国家戦略特別区域海外大学卒業外国人留学生の就職活動促進事業 

    内容：海外大学卒業外国人留学生の就職活動継続に係る在留資格に関する特例 

      （国家戦略特別区域法第 26条に規定する政令等規制事業） 

       以下に掲げる地域に所在し、かつ、当該地域を管轄する地方公共団体から一

定の要件を満たしていることの確認を受けた日本語教育機関を卒業した留

学生であって、さらに当該地方公共団体から一定の要件を満たしていること

の確認を受けた者については、卒業後の就職活動の延長のための在留資格

「特定活動」を特例的に認めることにより、留学生の日本企業への就職を促

進する。 

 

     ① 北九州市全域【直ちに実施】 

 

 （19）名称：国家戦略特別区域会社設立登記手続の英語対応事業 

内容：会社の設立登記申請等に係る英語での手続の支援に関する特例 

      （国家戦略特別区域法第 26条に規定する政令等規制事業） 
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海外企業の国内進出を促進するため、会社設立に必要な商業登記・定款認証

に係る申請手続が英語で完結するよう、以下に掲げる地域において、英語に

よる入力・選択のみで申請書及びこれに添付する定款等の作成を可能とする

法務省のツールを活用して申請手続を自治体が支援する。 

 

① 福岡市全域【令和６年度を目途に実施】 

 

② 北九州市全域【令和７年度を目途に実施】 

 

（20）名称：国家戦略特別区域特例ファンド資産運用等事業 

内容：プロ向けのベンチャー・ファンドへ出資可能な投資家に関する規制の緩和 

      （国家戦略特別区域法第 26条に規定する政令等規制事業） 

スタートアップへの投資機会や成長資金の供給の拡充を促進するため、以下

に掲げる事業者が行うプロ向けのベンチャー・ファンドの販売等において、

M&Aや IPO等の実務経験のある者等による出資額の制限を除外する。 

 

① 福岡市内に主たる営業所又は事務所を有し、福岡市内でプロ向けのベンチ 

ャー・ファンドの販売等を行う以下の事業者 

・株式会社 Power Angels（福岡市博多区）【令和７年中に実施】 

・みなと投資株式会社（福岡市中央区）【令和７年中に実施】 

 

（21）名称：国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業 

内容：外国人家事支援人材の受入れに係る出入国管理及び難民認定法の特例 

      （国家戦略特別区域法第 16 条の４に規定する国家戦略特別区域家事支援外

国人受入事業） 

国家戦略特別区域家事支援外国人受入事業における特定機関の基準を満た

す企業が、福岡市全域において、家事の負担を抱える方々の活躍推進や家

事支援ニーズに対応するため、外国人家事支援人材を受け入れる事業を実

施する。【令和７年度中を目途に実施】 

 

３ 区域計画の実施が国家戦略特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

  区域計画の実施により、外国人を含めた創業の支援やＭＩＣＥの誘致等を通じ、イノベ

ーションの推進及び新たなビジネス等の創出が促されるとともに、高度医療の提供による

都市の魅力向上を通じて、福岡市及び北九州市における産業の国際競争力の強化及び国際

的な経済活動拠点の形成に相当程度寄与する。 

 



15 
 

４ その他国家戦略特別区域における産業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠

点の形成のために必要な事項 

 （１）事項：雇用条件の明確化のための「雇用労働相談センター」の設置 

    内容：雇用条件の明確化等を通じ起業等スタートアップを支援するため、事業実

施者の早期選定を行い、創業間もない企業等を中心に雇用ルールの周知徹

底と紛争の未然防止を図るための「雇用指針」等を活用して、高度な個別

相談対応等を行う「雇用労働相談センター」（以下「センター」という。）

を、国家戦略特別区域会議の下に設置する。 

  ⅰ）設置主体：国（競争入札により事業実施者を選定） 

  ⅱ）設置場所：福岡市が設置するスタートアップカフェ（注１）内【平成26年11月に

設置】 

         北九州市が設置する北九州テレワークセンター（注２）内【令和２年

度中に設置】 

  ⅲ）実施体制：センター長、代表弁護士、代表相談員等を配置する。 

  ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

         なお、北九州テレワークセンター内における窓口相談対応について

は、スタートアップカフェ内の相談員がオンラインで実施する。 

        ① 弁護士による高度な専門性を有する個別相談対応 

        ② 弁護士又は雇用労働相談員（社会保険労務士に限る。）による個別訪

問指導等 

        ③ 相談員による電話相談、窓口相談等の対応 

        ④ セミナーの開催 

 

 （注１）「スタートアップカフェ」 

  ・スタートアップコミュニティの核となる場として、カフェを活用し、スタートアッ

プ人材が気軽に集まり交流できる場を福岡市の委託事業として設置する。 

 （注２）「北九州テレワークセンター」 

  ・創業を取り巻く環境の変化に対応し、北九州市内に点在する様々なリソースを繋ぐ

とともに、創業支援の中核として、北九州市が設置する施設。愛称を「ＣＯＭＰＡ

ＳＳ小倉」という。 

 

 （２）事項：創業者の人材確保を支援するための人材流動化支援施設の設置 

    内容：創業者が行う事業の実施に必要な人材の確保を支援するため、創業者又は

創業者に使用されることを希望する国の行政機関の職員、地方公共団体の職

員、民間企業の従業員その他の者に対する採用又は就職の援助を行う「福岡

市スタートアップ人材マッチングセンター」を、国家戦略特別区域会議の下

に設置する。【平成 27年度中に設置】 

  ⅰ）設置主体：国及び福岡市 
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  ⅱ）実施体制：民間の職業紹介事業者(厚生労働大臣の許可を受けた職業紹介事業者) 

         への委託により実施し、当該事業者が事務責任者及びコンシェルジュ 

         を配置する。 

  ⅲ）設置場所：福岡市が設置するスタートアップカフェ内 

  ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

        ・創業者又は創業者に使用されることを希望する国の行政機関の職員、 

         地方公共団体の職員、民間企業の従業員その他の者とのコンシェルジュ 

         によるマッチング及び相談対応 

        ・国、地方公共団体、経済団体及び民間企業への制度や創業者等につい 

         ての情報提供等 

        ・民間企業の従業員その他の者への国、地方公共団体等の職員募集等に 

         ついての情報提供等 

 

 （３）事項：特区医療機器薬事戦略相談の実施 

    内容：九州大学病院が、革新的医療機器の開発について、特区医療機器薬事戦略相

談を活用して、治験期間を短縮し、開発から市販・承認までのプロセスを迅

速化することにより、日本発の革新的医療機器の開発を促進し、医療イノベ

ーションを強力に推進する。【直ちに実施】 

 

 （４）事項：革新的な医薬品の開発迅速化 

（令和８年１月 30日から全国で活用可能） 

    内容：九州大学病院が、革新的な医薬品の開発について、有望な創薬シーズを治験

に円滑に橋渡しし、開発から承認・市販までのプロセスを迅速化することに

より、日本発の革新的な医薬品の開発を促進し、医療イノベーションを強力

に推進する。【直ちに実施】 

 

 （５）事項：高度な産業技術の実証実験を促進するための「高度産業技術実証ワンスト

ップサポートセンター」の設置 

    内容：高度な産業技術である自動車の自動運転、小型無人機及び電波利用の実証

実験（以下「実証実験」という。）を促進することにより、自動車の完全

自動運転、小型無人機を活用した商用サービス及び電波を利用した技術開

発・製品化の早期実現を図るため、実証実験を実施しようとする者に対

し、必要な手続に関する情報の提供、相談、助言その他の援助を行う「高

度産業技術実証ワンストップサポートセンター」（以下「高度産業技術実

証センター」という。）を、国家戦略特別区域会議の下に設置する。【平

成30年12月中に設置】 

  ⅰ）設置主体：国(内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省)及び北九州市 

  ⅱ）設置場所：北九州市内 
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  ⅲ）実施体制：センター長、センター事務局を配置する。 

  ⅳ）事業内容：高度産業技術実証センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

        ・実証実験に必要な手続に関する相談対応（関係機関等への確認を含

む） 

        ・関係機関との調整、関係機関への情報提供 

        ・自動走行の公道実証の実施に係る警察、道路管理者、九州運輸局への

事前連絡（実施主体から提出のあった計画書の写しの提出） 

        ・特定実験試験局制度に係る九州総合通信局との告示案に関する調整 

        ・実証フィールドに関する土地管理者との調整 

        ・実証実験の実施に係る地域への周知等 

        ・規制のサンドボックス実施計画、改革提案の相談受付 

        ・その他、実証実験の実施に必要な支援 等 

 

 （６）事項：近未来技術の実証実験を促進するための「近未来技術実証ワンストップセ

ンター」の設置 

    内容：近未来技術である自動走行や小型無人機及びAI・IoT等を活用した実証実験

（以下「実証実験」という。）を促進することにより、近未来技術の早期

実装を図るため、実証実験を実施しようとする者に対し、必要な手続に関

する情報の提供、相談、助言その他の援助を行う「近未来技術実証ワンス

トップセンター」（以下「近未来センター」という。）を、国家戦略特別

区域会議の下に設置する。【平成30年中に設置】 

  ⅰ）設置主体：国（内閣府、警察庁、総務省、経済産業省、国土交通省）及び福岡市 

  ⅱ）設置場所：福岡市役所（福岡市中央区天神１－８－１） 

  ⅲ）実施体制：施設長、事務責任者を配置する。 

  ⅳ）事業内容：近未来センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

        ・実証実験に必要な手続に関する電話相談、窓口相談等の対応（関係機

関への確認を含む）、関係機関との調整 

        ・実証実験を実施しようとする者と実証エリアの提供者とのマッチング 

        ・実証実験の実施に係る関係機関への事前連絡（実施主体から提出のあ

った計画書の写しの提出） 

        ・実証実験の実施に係る地域への周知等 

        ・その他、必要な支援 等 

 

 （７）事項：外国人を含めた開業を促進するための「福岡市開業ワンストップセンタ

ー」の設置 

    内容：外国人を含めた開業の促進のため、登記、税務、年金・社会保険等の法人

設立及び事業開始時に必要な各種申請等（以下「法人設立等申請」とい

う。）をオンラインで実施可能とし、関連する相談業務や各種手続の支援
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を総合的に行う「福岡市開業ワンストップセンター」（以下「ワンストッ

プセンター」という。）を、国家戦略特別区域会議の下に設置する。【平

成31年５月以降に設置】 

  ⅰ）設置主体：国（内閣府、法務省、国税庁、厚生労働省）及び福岡市 

  ⅱ）設置場所：福岡市が設置するスタートアップカフェ内 

  ⅲ）実施体制：施設長、コンシェルジュを配置する。 

        ・施設長は、組織運営に長けた者を１名配置し、本事業が「区域方針」及

び「福岡市・北九州市国家戦略特別区域計画」に則り、その目的達成に

必要なものとして機能するよう、必要な連絡調整を各省庁及び福岡市と

行う。また施設長は、その運営に関する責任を負う。 

        ・コンシェルジュは、福岡市が配置し、本事業全体に係る業務の総合窓口

連絡調整等を行う。 

  ⅳ）事業内容：ワンストップセンターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

         なお、企業の要望に応じ、通訳や翻訳サービス等による多言語対応を実

施する。 

        ・コンシェルジュによる申請書等の作成支援 

        ・コンシェルジュから各省庁の管轄する窓口への連絡調整 

        ・セミナーの開催によるワンストップセンターの取組の広報 等 

  ⅴ）そ の 他 ：ワンストップセンターにはコンシェルジュが常駐し、相談対応時間は、

施設の保守等に要する日及び年末年始（12月 28日～1月 4日）を除く、

午前 10時から午後 9時までとする。 

         福岡市の創業支援施設「スタートアップカフェ」や、国家戦略特区の取組である

「福岡市雇用労働相談センター」等との相乗効果を目指し、必要な連携を図る。 

 

 （８）事項：外国人を含めた開業を促進するための「北九州市開業ワンストップセンタ

ー」の設置 

    内容：外国人を含めた開業の促進のため、法人設立及び事業開始時に必要な登

記、税務、年金・社会保険等の手続に関するオンライン申請の支援及び関

連する相談業務を総合的に行う「北九州市開業ワンストップセンター」

（以下「ワンストップセンター」という。）を、国家戦略特別区域会議の

下に設置する。【令和２年度中に設置】 

  ⅰ）設置主体：国（内閣府、法務省、国税庁、厚生労働省）及び北九州市 

  ⅱ）設置場所：北九州市が設置する北九州テレワークセンター（愛称：ＣＯＭＰＡＳ

Ｓ小倉）内 

  ⅲ）実施体制：施設長、行政手続相談員を配置する。 

        ・施設長は、組織運営に長けた者を１名配置し、本事業が「区域方針」

及び「福岡市・北九州市国家戦略特別区域計画」に則り、その目的達

成に必要なものとして機能するよう、必要な連絡調整を各省庁及び北
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九州市と行う。また施設長は、その運営に関する責任を負う。 

        ・行政手続相談員は、北九州市が配置し、本事業全体に係る業務の総合

窓口、連絡調整等を行う。 

  ⅳ）事業内容：ワンストップセンターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

         なお、企業の要望に応じ、通訳や翻訳サービス等による多言語対応を

実施する。 

        ・行政手続相談員による申請書等の作成支援 

        ・行政手続相談員から各省庁の管轄する窓口への連絡調整 

        ・セミナーの開催によるワンストップセンターの取組の広報 等 

  ⅴ）そ の 他：ワンストップセンターの相談対応時間は、施設の保守等に要する日、

日曜日及び年末年始（12月29日～1月３日）を除く、午前９時から午後

10時までとする。そのうち、特定の日は行政手続相談員による相談対

応を行う。 

北九州市の創業支援施設「北九州テレワークセンター（愛称：ＣＯＭＰ

ＡＳＳ小倉）」や、北九州市による国家戦略特区の取組との相乗効果を

目指し、必要な連携を図る。 

 

 （９）事項：創業者の人材確保を支援するための人材流動化支援施設の設置 

    内容：創業者が行う事業の実施に必要な人材の確保を支援するため、創業者又は

創業者に使用されることを希望する国の行政機関の職員、地方公共団体の

職員、民間企業の従業員その他の者に対する採用又は就職の援助を行う

「北九州市イノベーション人材マッチング支援センター」を、国家戦略特

別区域会議の下に設置する。【令和５年度中に設置予定】 

  ⅰ）設置主体：国及び北九州市 

  ⅱ）設置場所：北九州市内 

  ⅲ）実施体制：民間事業者への委託により、当該事業者が配置する人材と北九州市が

連携して実施する。 

  ⅳ）事業内容：センターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

        ・創業者等と、民間企業及び公務員等の専門的知見・スキルを有する人

材のマッチング支援 

        ・関連する制度、創業者及び人材交流の機会等についての情報提供 

        ・北九州市が実施する人材マッチング・スタートアップ支援・テレワー

ク普及・移住促進・関係人口創出・ダイバーシティその他関連事業と

の連携 

 

 （10）事項：テレワークの普及を促進するための「北九州市テレワーク推進センター」 

       の設置 

    内容：テレワークの普及を促進することにより、企業における優秀な人材の確保 
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       及び生産性の向上を支援するため、企業及び労働者に対し、テレワーク導入

に関する情報の提供、相談、助言その他の援助を行う「北九州市テレワーク

推進センター」（以下「テレワークセンター」という。）を、国家戦略特別区

域会議の下に設置する。【令和５年度中に設置予定】 

  ⅰ）設置主体：国（内閣府、総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省）及び北九

州市 

  ⅱ）設置場所：北九州市内 

  ⅲ）実施体制：民間事業者への委託により、当該事業者が配置する人材と北九州市が 

連携して実施する。 

  ⅳ）事業内容：テレワークセンターが実施する主な事業は、以下のとおり。 

        ・テレワークに係る相談窓口の設置 

        ・テレワークに係る支援制度の案内 

        ・テレワークに係るサービス及び技術等の情報提供 

        ・テレワーク体験機会の提供 

        ・北九州市が実施するテレワーク普及・人材マッチング・スタートアッ

プ支援・移住促進・関係人口創出・ダイバーシティその他関連事業と

の連携 

 

５ 法第10条第１項に規定する構造改革特別区域法の特定事業の名称及び内容 

 （１）名称：高年齢者等への重点的な就職支援のための「シニア・ハローワーク」の 

       設置 

    内容：「シニア・ハローワーク」の設置による高年齢者等に対する重点的な就職

支援の実施 

      （令和４年４月１日から規制の特例措置が全国展開） 

     ① シティハローワーク・ウェルとばた（北九州市戸畑区）内において、高年

齢者等の多様な雇用・就業機会を確保するため、50歳以上の中高年齢者等の

就職支援を重点的に実施する「シニア･ハローワーク戸畑」を設置する。【平

成28年８月に設置】 

 

     ② シティハローワークはかた（福岡市博多区）に隣接して、高年齢者の多様な

雇用・就業機会を確保するため、概ね 60 歳以上の高年齢者の就業支援を重点

的に実施する「シニア・ハローワークふくおか」を設置する。【令和２年度中

に設置】 

 

 （２）名称：特産酒類の製造事業 

    内容：酒税法の特例 

      （構造改革特別区域法第26条に規定する特産酒類の製造事業） 

       北九州市内で生産された、地域の特産物であるブドウを原料とした果実酒を



21 
 

製造しようとする者が、その製造数量が少量であっても製造免許を受けるこ

とを可能にすることで、地域ブランドの創出を促進し、地域の魅力向上及び

交流人口の拡大を図る。 



































 












